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千葉市アフタースクール事業 運営業務委託 募集要項 

 

１ 趣 旨 

本市では、「千葉市放課後子どもプラン」に基づき、希望する全ての児童に「安全・安心な居場所」

と「多様な体験・活動」を提供するため、放課後児童健全育成事業と放課後子ども教室を一体的に

運営する「千葉市アフタースクール事業」の導入を進めています。 

令和 4年度時点においては、市内 108の小学校のうち 24校に展開しており、令和 5年 4月から、

新たに 10校で新規開設することとしています。 

この度、令和 5 年 4 月から新規開設する 10 校に加え、期間の満了に伴ない契約を更新する 5 校

の運営事業者を募集します。 

本事業の実施に当たっては、豊富な知識やノウハウ・経験等を生かした運営が求められることか

ら、プロポーザル方式により、民間事業者等から広く提案を募集し、総合的な技量を適正に審査し

た上で、最も適した提案をした者に業務を委託することとします。 

 

２ 事業の概要 

千葉市アフタースクール事業（以下「本事業」という。）は、児童福祉法第34条の8に基づく

「放課後児童健全育成事業」と文部科学省が推進する「放課後子ども教室」を一体的に運営し、

希望する全ての児童に「安全・安心な居場所」と「多様な体験・活動の機会」を提供する事業で

す。 

 

（１）実施場所 

  ア 都賀小学校  （稲毛区作草部町938） 

イ 川戸小学校  （中央区川戸町450） 

ウ さつきが丘東小学校 （花見川区さつきが丘1-7） 

エ さつきが丘西小学校 （花見川区さつきが丘2-14） 

オ 高洲第四小学校  （美浜区高洲1-15-1） 

カ 大森小学校  （中央区大森町268） 

キ 坂月小学校  （若葉区坂月町298） 

ク 千草台小学校  （稲毛区天台5-11-1） 

ケ 柏台小学校  （稲毛区園生町588） 

コ 千城台東小学校  （若葉区千城台東1-15-1） 

サ 高浜第一小学校  （美浜区高浜1-4-1） 

シ 高浜海浜小学校  （美浜区高浜4-8-2） 

ス 大木戸小学校  （緑区大木戸町317） 

セ 幕張南小学校  （花見川区幕張町3-7718） 

ソ 花見川小学校  （花見川区花見川4-1） 

 ※ア～オの5か所は契約更新の施設、カ～ソの10か所は新規開設の施設です。 

 ※ウ及びエ、サ及びシについては、それぞれ一括とし、その他は実施場所ごとに事業者を募

集します。なお、１つの事業者が複数の実施場所に応募することもできます。 
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（２）昼 間 

希望する全児童を対象に、小学校の施設を活用して、放課後に多様な体験・学びの機会及び

安全・安心に過ごせる居場所を提供します。 

対象 ・小学校 1年生から 6年生までの希望する全ての児童 

定員 ・児童の定員は設けない 

活動内容 ・児童の発達段階に応じた遊び及び生活 

・多様な体験・活動（「体験プログラム」及び「継続プログラム」） 

運営日 ・月曜日～土曜日 

ただし、国民の祝日に関する法律(昭和23年法律第178号)に規定する休日 

及び12月29日～1月3日を除く。 

運営時間 ・授業のある日            ：授業終了後 ～ 午後5時 

・授業のない日（土曜日及び学校休業日）：午前8時 ～ 午後5時 

利用料金 ・3,500円／月（7月は4,000円／月、8月は5,500円／月） 

※利用料は市が徴収し、市の歳入となる。 

利用登録等 ・受託者が利用登録の書類等を受け付け、委託者が確認・審査します。 

 

（３）夜 間 

就労等により、保護者が午後5時以降に家庭にいない児童を対象に、学校内の専用スペースに

おいて、安全・安心に過ごせる居場所を提供します。 

対象 ・小学校 1年生から 6年生までの児童のうち、就労等により、保護者が午後

5時以降に家庭にいない児童 

定員 ・仕様書別紙１に記載のとおり 

活動内容 ・児童の発達段階に応じた遊び及び生活 

運営日 ・月曜日～土曜日 

ただし、国民の祝日に関する法律(昭和23年法律第178号)に規定する休日 

及び12月29日～1月3日を除く。 

運営時間 ・午後5時 ～午後7時 

利用料金 ・5,000円／月 

※利用料は市が徴収し、市の歳入となる。 

※別途、おやつ代2,000円／月を受託者が実費徴収する。 

利用登録等 ・受託者が利用登録の書類等を受け付け、委託者が確認・審査します。 

 

３ 委託内容 

別紙「千葉市アフタースクール事業 運営業務委託 仕様書」のとおり 

 

４ 応募資格 

本プロポーザルに参加できる事業者は、次に掲げる資格要件の全てを満たしている団体とします。 

なお、選定結果通知後においても、契約締結までの間に資格要件を満たさなくなった場合は、契

約交渉権を取り消します。 
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 【資格要件】 

ア 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4の規定に該当しない者で、次のい

ずれにも該当しないものであること。ただし、（カ）及び（キ）について、新型コロナウイルス

感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律第３条又は地方税法

附則第５９条による猶予制度の適用を受けている場合はこの限りでない。 

（ア）手形交換所による取引停止処分を受けてから 2年間を経過しない者 

（イ）当該業務の企画提案書提出期限日前 6か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出した者 

（ウ）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の更生手続開始の申立てをした者で、同法に基づ

く裁判所からの更生手続開始の決定がなされていないもの。 

（エ）民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の再生手続開始の申立てをした者で、同法に基づ

く裁判所からの再生計画の認可がなされていないもの。 

（オ）千葉市内において、都市計画法（昭和 43年法律第 100号）に違反している者 

（カ）法人税並びに消費税及び地方消費税を完納していない者 

（キ）千葉市内に本店又は営業所等を有する者にあっては、千葉市税（延滞金を含む）を完納し

ていないもの 

（ク）千葉市内に本店又は営業所等を有する者で、個人住民税の特別徴収を行うべき者にあって

は、個人住民税の特別徴収を行っていないもの 

（ケ）千葉市物品等入札参加資格者指名停止措置要領（平成 29年 5月 23日施行）に基づく指名

停止措置等を受けている者 

イ 当該団体又は役員等が、千葉市暴力団排除条例（平成 24年千葉市条例第 36号）第 9条に規

定する暴力団員等又は暴力団密接関係者でないこと。 

ウ 公共の安全及び福祉を害するおそれのある団体に属する者でないこと。 

 

５ 選定スケジュール（予定） 

日  程 項    目 

令和 4年 9月 9日（金） 募集要項の配付、募集開始 

 12日（月）～15日（木） 質問受付（１回目） 

22日（木） 質問回答ホームページ掲載（２回目） 

26日（月）～29日（木） 質問受付（２回目） 

10月 3日（月） 質問回答ホームページ掲載（２回目） 

7日（金） 応募書類受付期限 

25日（火） 選考結果の通知 

11月 1日（火） 運営業務委託契約の締結 

 

６ 事前説明会について 

 ※今回の募集では、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事業説明会及び現地見学会は実施い 

たしません。 

 

７ 質問書の提出及び回答 

今回の公募及び事業実施に係る質問については、以下のとおり受け付けます。 
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・受付期間  １回目：令和 4年 9月 12日（月）から 9月 15日（木）まで  

       ２回目：令和 4年 9月 26日（月）から 9月 29日（木）まで  

・提出方法  「質問書（様式第 1号）」により、問合せ先まで Eメール、又は FAXにより提出 

してください。 

 ・回答方法  以下の時期に本市ホームページに回答を掲載します。 

        １回目：令和 4年 9月 22日（木）頃 

        ２回目：令和 4年 10月 3日（月）頃 

 

８ 応募書類の受付・選定方法 

（１）受付期限  令和 4年 10月 7日（金）まで 

 

（２）提出場所  〒260-8730 千葉市中央区問屋町 1番 35号 千葉ポートサイドタワー11階 

千葉市教育委員会 生涯学習振興課 

 

（３）提出方法  持参または郵送（※郵送の場合は 10月 7日必着） 

 

（４）提出書類（提出部数：カのみ：6部、カ以外の書類：各 1部（複数の学校に応募する場合でも

指定の部数で結構です。）） 

ア 参加申請書兼誓約書（様式第 2号） 

イ 法人又は団体の概要書（様式第 3号） 

ウ 登記事項証明書（発行後 3か月以内のものに限る。） 

エ 印鑑証明書（発行後 3か月以内のものに限る。） 

オ 納税証明書（新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例

に関する法律第３条又は地方税法附則第５９条による猶予制度の適用を受けている場合は「納

税の猶予許可通知書」の写し等により替えることができる。） 

ａ 千葉市内に本店又は支店・営業所等を有する者 

・千葉市税の滞納無証明書 

・法人税並びに消費税及び地方消費税について未納税額がないことの証明書（税務署発行の

納税証明書その３の３） 

ｂ 上記以外の者 

・法人税並びに消費税及び地方消費税について未納税額がないことの証明書（税務署発行の

納税証明書その３の３） 

カ 提案書（様式第 4号） 

※複数の学校に応募する場合は、一部の項目について学校ごとに記入すること。 

※審査のため、団体名やロゴマーク等の申請者が特定できる情報を掲載しないこと。 

キ 見積書（様式第 5号） 

※複数の学校に応募する場合は、学校ごとに別葉にして見積もること。 

※委託契約には提案書記載事項が含まれますので、その履行も踏まえた額を算出して下さい。 
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（５）選定方法 

応募資格に掲げる条件をすべて満たしていることを事務局で確認のうえ、別途要綱に基づき設

置している千葉市アフタースクール運営業務委託公募プロポーザル選考委員会（以下「選考委員

会」という。）が、次に示す選考基準に基づいて提案内容を審査し、学校ごとに合計点数が高い提

案者から順位を決定します。 

なお、選考委員会の審査において、提案書の内容等に不明点等がある場合は、ヒアリングを実

施することがあります。 

 

【選考基準】 

  選考に係る評価項目、基準、配点（100点満点）は次のとおりとします。 

評価項目及び選考基準 配点 

１ 業務実施の基本方針 10点 

 団体の経営理念及び応募目的並びに本事業に対する理解 5点 

本事業と同種又は類似の業務の実績 5点 

２ 居場所の提供 15点 

 放課後児童健全育成事業に係る法令等を踏まえた「安全・安心な居場所」に対す

る考え方 

5点 

放課後児童健全育成事業の趣旨を踏まえた居場所の提供に係る具体的な取組み 5点 

事故・怪我、緊急時、非常災害及び感染症への対応 5点 

３ 特別な配慮を要する児童等への対応 10点 

 特別な配慮を要する児童への対応（障害のある児童、児童虐待、いじめ、食物ア

レルギー） 

10点 

４ 体験プログラムの提供 10点 

 多様な体験・活動の機会を提供することの意義に対する理解と目標設定 5点 

具体的なプログラムの内容 5点 

５ 継続プログラムの提供 10点 

 継続的な学びの機会を提供することの意義に対する理解と目標設定 5点 

具体的なプログラムの内容 5点 

６ 団体本部における体制 10点 

 本事業の円滑な運営に必要な団体本部における体制、役割分担 5点 

受託施設における運営の質の確保・向上、職員の資質向上及び処遇 5点 

７ 受託施設における体制 15点 

 本事業の円滑な運営に必要な受託施設における体制、役割分担 5点 

職員配置及びシフト編成 5点 

職員の確保及び不測の事態による職員不足への対応 5点 

８ 保護者との連絡・情報共有及びニーズの把握・反映等 10点 

 生活・活動の様子の保護者との情報共有、連絡ツールの活用 5点 

保護者からの相談・要望・苦情への対応、ニーズの把握・反映 5点 

９ 小学校ごとの特性を踏まえた運営（応募する小学校ごとに作成） 10点 
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 小学校の特性に対する理解 5点 

小学校の特性を踏まえた施設運営の工夫やアイディア 5点 

※提案書の内容から、仕様書で設定した基準に満たない業務が行われると認められる場合は、 

失格となります。 

 

（６）選考結果の通知 

選考終了後、全ての応募者（共同事業体等にあっては、代表団体）に対して速やかに選考結果

を文書により通知するとともに、本市ホームページにおいて公表します。 

選考結果の通知後、第 1位の提案者と業務内容、契約条件等について協議します。協議が整わ

ない場合は、次点者と協議を進めます。 

なお、選考結果に関する異議申立ては一切認めません。 

９ 委託期間 

令和５年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

※受託者は、契約日から令和５年３月３１日までの間、業務の引継ぎや保護者説明会等の開設

に向けた準備を行うこととします。なお、開設準備に要する経費は、受託者が負担すること

とします。 

 

10 業務委託料 

①業務委託料の全体の上限額、うち②体験プログラムの提供に係る経費の上限額、③居場所事

業の提供に係る経費の上限額はそれぞれ以下のとおりです。 

なお、以下の金額は消費税及び地方消費税を含みません。 

ア 都賀小学校  ①122,244,540円（内訳 ② 9,946,728円 ③112,297,812円） 

イ 川戸小学校  ① 93,137,343円（内訳 ② 8,752,128円 ③ 84,385,215円） 

ウ さつきが丘東小学校 ① 81,121,464円（内訳 ② 8,554,128円 ③ 72,567,336円） 

エ さつきが丘西小学校 ① 59,467,476円（内訳 ② 8,158,128円 ③ 51,309,348円） 

オ 高洲第四小学校  ① 59,503,116円（内訳 ② 8,158,128円 ③ 51,344,988円） 

カ 大森小学校  ①129,787,257円（内訳 ②10,177,728円 ③119,609,529円） 

キ 坂月小学校  ① 58,849,716円（内訳 ② 8,026,128円 ③ 50,823,588円） 

ク 千草台小学校         ①115,050,306円（内訳 ② 9,814,728円 ③105,235,578円） 

ケ 柏台小学校  ① 93,068,703円（内訳 ② 8,719,128円 ③ 84,349,575円） 

コ 千城台東小学校  ① 93,033,063円（内訳 ② 8,719,128円 ③ 84,313,935円） 

サ 高浜第一小学校  ① 58,676,796円（内訳 ② 7,960,128円 ③ 50,716,668円） 

シ 高浜海浜小学校   ① 67,254,390円（内訳 ② 8,455,128円 ③ 58,799,262円） 

ス 大木戸小学校  ① 58,641,156円（内訳 ② 7,960,128円 ③ 50,681,028円） 

セ 幕張南小学校  ① 86,047,386円（内訳 ② 8,653,128円 ③ 77,394,258円） 

ソ 花見川小学校  ① 59,833,776円（内訳 ② 8,257,128円 ③ 51,576,648円） 

※「コロナ克服・新時代のための経済対策」（令和３年11月19日閣議決定）を受けて実施して

いる放課後児童支援員等の賃金を改善するために必要な費用については、委託料に含まれま

せん。当該費用は、別途、交付する予定です。 

※特別な配慮が必要と認められる児童等が登録した場合の増員に必要な経費も含みます。 
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※委託料は原則として月ごとに支払うものとし、ひと月当たりの額は契約額に36分の1を乗じた

額とします。 

※仕様書記載事項のほか、提案書記載事項の履行も含めた上限額となります。 

11 その他留意事項 

（１）提案書類の取扱いについて 

・提出された書類の内容を変更することはできません。 

・提出された参加申請書その他の書類は返却いたしません。 

・提出書類に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他法令に基づいて保護される第

三者の権利となっているものを使用した結果生じた責任は、原則として応募者の負担とします。 

・選定の公表等で必要な場合、市は、提出された提案書の内容等について、無償で使用できるも

のとするとともに、公平性、透明性を期すための「千葉市情報公開条例」等の関連規定に基づ

き公開することがあります。 

 

（２）重複提案について 

１団体１提案とし、複数の提案書を提出することはできません。 

 

（３）失格について 

応募者が以下のいずれかに該当する場合には失格となります。 

・応募資格要件に該当しないことが判明したとき。 

・提出書類に虚偽又は不正の記載があったとき。 

・提出期限までに所定の書類が提出されなかったとき。 

・見積額が本募集要項で定める業務委託料の上限を上回ったとき。 

 

（４）応募費用について 

提案書等の作成や応募、選考後の協議に係る費用は、すべて参加者の負担とします。 

 

（５）契約保証金 

契約締結にあたっては、契約保証金として、当該契約金額の 100 分の 10 以上の額を納めるこ

ととします。 

ただし、千葉市契約規則第 29条に該当する場合は、免除とします。 

 

12 法令等の遵守  

本業務の履行にあたり、以下に例示する他、関係法令及び関係条例等を遵守することとしま

す。  

・地方自治法 

・千葉市行政手続条例（平成 7年千葉市条例第 40号） 

・千葉市情報公開条例（平成 12年千葉市条例第 52号） 

・千葉市個人情報保護条例（平成 17年千葉市条例第 5号）  

・千葉市暴力団排除条例（平成 24年千葉市条例第 36号） 
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13 問合せ先 

〒260－8730  

千葉市中央区問屋町 1番 35号 千葉ポートサイドタワー 11階 

千葉市教育委員会生涯学習振興課（田近） 

TEL 043-245-5957 

FAX 043-245-5992 

E－Mail houkago＠city.chiba.lg.jp 


